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地方公共団体における義務履行確保に関する法律要綱私案覚書

夫
はじめに
周知のように宝塚市パチンコ庖等規制条例最高裁判決(最判平成一四年七月九日民集五六巻六号二三四頁、以下、
宝塚判決と呼ぶ)は、国又は地方公共団体が私人に対して行政上の義務の履行を求める訴訟が、裁判所法三条一項にいう「法律上の争訟」に当たらないと判示した。この判決がでるまで、学説判例は、いわゆるバイパス理論が主流であり、下級審でも民事執行による行政上の義務履行確保を認めた裁判例は少なくなかった。バイパス理論とは、司法国家の では司法裁判所による強制執行が本筋であるが、 法規において特に自力執行の制度を設けた場合はその制度を優先的に適用する理論である。判決はこうした理論のもつあいま さを突き、この理論を一蹴した。
他方、地方公共団体の関係者の間でも条例で使われる行政手法を担保すべき措置が構想できなくなる、との懸
念が広まった。とくに、平成二一年の地方分権一括法により条例制定権の対象領域が拡大し、地域の実情に即した政策的な規制を独自に制度化することが相当程度可能となっていたにもかかわらず、こうした政策条 による規制を確保するための制度が、わずかに、地方自治法 四条三項に規定された罰則(二年以下の懲役、禁固、百万
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円以下の罰金、拘留、没収又は五万円以下の過料)と行政代執行法二条(以下、代執行法と呼ぶ)に基づく行政代執行しか存在せず、条例の実効性確保のための手段が極めて限られたものとなってしまったからである。そこで、本稿ではこの宝塚判決をふまえ、また、この問題について検討した日本都市センターの「提言」(『行政上の義務履行確保に関する調査研究報告書』二  
六年二月)(以下、提言と呼ぶ)を検討の上、さらに一歩進めた法律案のた
OO
たき台「地方公共団体における義務履行確保等に関する法律要綱私案(以下、たたき台と呼ぶ)」を提案し、この問題に関する関係者間の議論をさらに喚起したいと思う。
宝塚判決のメッセージ
まず、宝塚判決がいかなるものであったかを見ていくことにする。事案は次に示す通りである。宝塚市の条例では、パチンコ庖等 建築物を建築する際には市長の同意を必要とし、被告は同意を得られな
かったにも関わらずパチンコ庖の建築工事に着手した。そこで宝塚市から被告に対して建築工事中止命令を発したが、被告がこれに従わなかったため、宝塚市は被告に対して工事の続行禁止を求める仮処分を申し立てた上で、建築工事の続行禁止を求める民事訴訟を提起した。
これに対して、原々審、原審は訴訟要件の充足を認めて、本案の判断に踏み込み、原告の請求を棄却したが、
最高裁は、「法律上の争訟」性を否定して、訴えを却下した。
判旨は、まず、国又は地方公共団体が提起した訴訟について、「財産権 主体として自己の財産上の権利利益
の保護救済を求めるような場合」と「専 行政権の主体として国民 対して行政上の義務の履行を求める」場合とを区別した上で、前者については「法律上の争訟」性を無条件に肯定し が 後者については訴訟の性質が法規の適正な適用、一般公益の保護を目的としていることを理由に法律 特別の規定がある場合に限り「法律上
10 

地方公共団体における義務履行確保に関する法律要綱私案覚書
OO
二 
六年二月、日本都市センターの「行政上の義務履行確保等に関する研究会」は報告書を発表し、行政上
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争訟」性が肯定されるとした。その上で、行政代執行法の法的仕組み及び行政事件訴訟法その他の法律に特別の規定がないことを理由として、国又は地方公共団体が国民に対して行政上の義務の履行を求める訴訟 「法律上の争訟」性を否定した。
この判決は、右にみたように、主観訴訟、すなわち財産権の主体として自己の財産上の権利利益の保護救済を
求めるような場合と、客観訴訟、すなわち行政権の主体として国民に対して行政上の義務の履行を求める場合とを区別し、本件の建築工事続行禁止の差止め訴訟を客観訴訟 位置づけた。そうだとすると、行政事件訴訟法においては民衆訴訟及び機関訴訟などの客観訴訟は「法律に定める場合において、法律に定め 者に限り提起することができる」としているのであるから、判決は特別の 上 根拠がなければ地方公共団体はそ 行政権の使に関する訴訟を提起することは出来ない、と 示したことになる。つまり、本件のような地方公共団体の条例上の義務履行確保のための には特別の法律上 根拠が必要である、というメッセージを立 府 課したともいえる。この点については、学説上 批判 正当であるが、最高裁判例としてこのような区分が確立した以 、立法的に解決するより他はない。また、本判決を積極的に解する すれば、地方公共団体の行政権限の行使に関する司 執行を行うために 特 の立法が必要 として、その立法を特段 強調したものともいえる。
日本都市センター研究会の提言とコメント
の義務履行確保等に関する法制度設計を視野に入れ 提言を取りまとめた。その内容 コメントは以下の通り。( 1 )この提言 
( 1 )
は、行政上の義務履行確保を図るため、行政主体が私人に対して特別の訴訟を提起することが
行政事件訴訟法の改正 
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できるよう行政事件訴訟法を改正するための法制度を創設するよう提言するものである。とりわけ宝塚判決は、行政上の義務履 確保に関する訴訟を客観訴訟と捉え「法律に特別の規定がある場合に限り許される」と判示していることから、「特別の規定」を行政事件訴訟法に盛り込もうと ものである。そ 際、適切な仮の救済制度につ ても併せて整備される必要があるとしている。しかしながら、平成一七年以降の行政事件訴訟法にあっても、客観訴訟につい は個別の行政法規によって規定されるべきことが前提とされており、一般的な制度 しての客観訴訟を行政事件訴訟法に盛り込むことは法体系上の問題があるといわざるを得ない。他方、学説においては、行政主体もまた私人と同様の法主体足りえ 、という説がある 、このような学説もまた宝塚判決 よって否定された。また提言によれば、行政上の義務履行確保のための 制度は、行政主体が私人を被告として提起する訴訟であることから民衆訴訟ではなく特別な機 訴訟として位置づけられるとする。つまり、この考えにおいても行政主体が一般的に私人と同様の法主体で いことが前提とされてい ので 主観訴訟の一般的制度を規定する行政事件訴訟法におい このような特別の規定を置くことはやはり法体系上なじまないのではないか、という批判が可能である。したがって義務履行確保については 訴 は別の特別の立 措置が必要かつ適切である。本たたき台一五条で 「地方公共団体 長は、条例又は条例 基づく命令により一定 行為をしてはならない旨を命じ にもかかわらずこれがされようとしている場合 おいて、 れがされることにより重大 損害が生ずるおそれがあると認められる場合には、当該命令に り不作為 義務 有する者に対 、行為の差止め求める訴えを提起することができ 」とし 第二項で「 事保全法二三条及び二四条は、前項の訴えに関す 事項について準用すること」として る。この差止訴訟の性格は、法律に根拠 ある公法上の当事者訴訟と解すべきであり、民事保全法に 仮処分は可能であるが、同法二五条 規定す 仮処分解放金の規定は準用 な
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いとするべきである。( 2 )  
行政代執行法の改正
行政代執行制度は、私人の代替的作為義務違反に対して行政庁自らが当該義務を代替して履行する手段である
ことは周知の通りである。しかし、実務上、義務を履行しない違反者に対して行政代執行が行われることは極めて少ないとされている。センター提言はその理由を以下のように整理している。
代執行法二条に規定されている「他の手段によってその履行を確保することが困難であり、かっその
不履行を放置することが著しく公益に反すると認められるとき」という実体要件の存否が問題となる。この規定については、公益違反が特に著しい場合にはじめて代執行を認める趣旨である、とする見解がある。他方、この規定は単に比例原則が適用されることを規定したに過ぎない、 す 見解も り そ 意味するところが必ずしも明確ではない。このため、地方公共団体において行政代執行の実施を臨時賭する場合 あり、または代執行をしないことを正当化する理由 もなっている、という。(イ)行政代執行の際に、撤去された動産の管理方法に関する規定がないため、行政機関としては動産を慎
重に取り扱わざるを得ない状況にあり、結果 して保管、処分等に多額の費用がかかる場合がある。
(ウ)義務者から代執行費用を徴収することは、一般的に困難な場合が多く、自治体が最終的に費用を負担しなければならない可能性が高く、こうしたコスト面で代執行に 消極的な自治体が多くなる。( ア )
代執行は、一賂大な事務量と専門知識を要するため、マンパワーやノウハウ 不足等の理由から実 し
にくいものとなっている。( オ )
行政代執行は、強権発動のイメージが伴うため、首長等がその実行に消極的にな ことが多いと 指
〆-、
コ二
、--
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摘がある。このような状況認識から、提言は、(ア)については
( 1 )
代執行にかかる実体要件の緩和、(イ)、(ウ)につ
いては  
( 2 )
代執行の円滑化に関する規定の整備、(エ)、(オ)については 
( 3 )
運用面での改善として提唱し
ている。このうち 
( 1 )
の代執行にかかる実体要件の緩和については、一般法で一律に規定するよりは個別法令
で実体要件を具体的に定めることが有効であるとされている。例として挙げられているのは、建築基準法九条一二項において違反建築物 対す 代執行の実体要件につい 、違反者が義務を「履行しないとき 履行しても十分でないとき、または履行しても同項の期限までに完了する見込みがない き」と定めている規定である。提言は、代執行の実体要件をこのよう 個別法令において緩和することを検討すべきであるとし 。以上の実体要件の緩和については、義務を課することとそれを強制的に実現することは、自由の侵害におい 異質的 り、代執行は単なる義務 賦課よりも一層由々しい自由の侵害であるから代執行 出来るだけ差し控えるために義務を課する際に要求される公益上の必要よりも一層大きい公益上の必 が代執行に対して要求され べきであ 、との学説が従来唱えられてきた。こ 問題 、行政代執行 事前手続をどのように解す かという問題 も還元される争点を含むものであり、新 な立法論として、代執行を行おうとする場合 は、第三者機関を設けて当該機関に諮問し、その答申を尊重し 判断するという手続統制を導入しても良いという考え方もあ しか 、代執行手続 おいては、すでに戒告や代執行令書の通知といった事前手続が用意されてはおり、不服のあ 者については執行停止などの制度も活用され ところから あえて手続き的な要件を加えること かえって代執行のタイミングやコストなど行政庁側の裁量的判断の旨みを減じかねな おそれがある。さらに、公益判断は、事案によって様々であり、しかも効果裁量なのであるから比例原則等に即 庁 判断すればよく、またそ 自体
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直接実力を用いる権力的手段なのであるから謙抑的でなければならず、その意味では現行制度のままで良いのではないか、と考える。( 3 )  
行政代執行の円滑化に関する規定の整備の論点
提言では、代執行費用を減らし、事務の効率を改善するため、簡易かつ合理的な除去や動産管理の手段が執れ
るよう、行政代執行法に動産の除去・保管・換価・廃棄に関する規定を設ける必要がある、としている。また、このうち、簡易な手続による行政代執行については、例えば違法放置物件等の除去手段について、当該物件の財産的価値が損なわれているかどうか、廃棄物かどうか、迅速に判定でき 客観的かつ明確な廃棄物認定手続を条例等で整備す 必要がある、としている。他方、提言がいうよう 、事案によっては一般的 行政代執行より簡易な手続を設ける合理性はがある場合もあ また簡易代執行 一般的な行政代執行制度の機能不全を踏まえて個別行政法規において導入された制度であるが、所有者が判明しているが大量の船舶が放置さ ているような場合には有効な手段とは言えない、と指摘され たしかに、代執行 みを視野においた義務履行確保の制度としては、こうした限界 否定できない。しか 、これら 点は今後は行政代執行ととも 後述の間接強制(本たたき台案では強制金)、即時執行、直接強制などもあわせて考慮したうえ、適切な方法がとられるよう立法化されるべきである。なお、提言が指摘するとおり行政代執行の結果、 政庁側が占有する動産の保管・換価・廃棄、代執行費用の保全については本たたき台案四条に規定するように一般的な規定及び個別条例で特則を設けるような定めが必要であると思われる( だし、放置物件が廃棄物かどうかの廃棄物認定手続 ついては別途条例化ないし立法化が図られるべきである)。さら 、代執行費用の徴収を保全するため民事 全法に基づく仮差押等の措置ができるよう立法 なされるべきである(た き台七条 項)。この点 ついては 岩手県、青森県境付近  
15 
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おける産業廃棄物不法投棄事案のように、岩手県が代執行費用の費用償還請求権を被保全利益として民事保全法に基づく仮差押を得た事例(盛岡地決平成二二年二月二三日)がある。しかし、判例(最判昭和四一年二月二三日農業共済連合会事件)によれば、「代執行に要した費用」についての支払を求める権利は、公法上の債権であり、かつ国税滞納処分の例により徴収できることになっているから、民事手続により債権の保全を図ることは許されないとしている。この系列 属する裁判例(福岡高決平成一七年八月二二日)もある。滞納処分の例に拠った場合には、費用負担義務者は代執行が行われた時点で財産を隠匿し、あるいは他者の名義に変更させ など、滞納処分を回避することがしばしば行われていることから、確実 債権を回収するためには、滞納処分制度のみで 債権保全が困難であり、民事保全法に基づく仮差押制度の措置や国税徴収法にあ 未確定租税債権の場合の保全差し押さえの制度と同様の制度を立法上導入する必要がある。
次に行政代執行に際しては、義務者の物理的抵抗があることが予想されるが、提言では義務者の物理的抵抗を
排除することができる旨を法律によって規定する必要があ 、としている(付随的な実力行使は従来からも許されると解されていた)。この点は、直接強制が可能であるかどうか いう論点に係わるものであり、法律 おいて直接強制も可能である、という規定が設けられれば(直接強制を行うには 比例原則が働くことは言うまでもな )解決され 思わ 。つまり、行政上の義務履行確保に関しては 政代執行の他、間接強制であ 強制金や直接強制をもあわせて考慮すべきである。本たたき台案一一条で、「地方公共団体の機関により命じられた行為について義務者がこれを履行しない場合において 代執行又は強制金 より義務の履行を確保できないときは、直接にこれを する とができる」としてい 以上のような理由によ 。さら 、提言 行政代執行に係る事前手続を保障し、行政庁による適正な執行を促すため、収用委員会のような第三者機関が、行政庁 申請
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基づき、行政代執行の妥当性について審査する制度を創設することをも検討する必要がある、としている。この点については、すでに述べたよう 行政代執行には戒告や代執行令書の通知についての執行停止の申立 なども可能なのであるから、あえて第三者機関が行政代執行の妥当性についてさらに審査する制度を設ける必要は い、と考える。
保管コストについては、多くの個別法は、「公示の日から起算して三月を経過してもなお当該工作物を返還す
ることができない場合」で、 つ「その保管に不相当な費用若しくは手数を要するとき」 、物件を売却して保管できる旨を規定しているが、提言では撤去物件等の保管費用を削減するため、保管すべ 期間を二週間(工作物等が特に貴重なものである時は三月)とするほか、自治体 必要に応じて、条例の定めるところにより、さらに期間を合理的な範囲で短縮 き 旨の規定を置く必要がある、としている。こ 点は 提言の主張が妥当であり、一般的な規定とともに個別条例でもって特別の取扱いができるよう新たな法律上の規定を置いて個別条例に委任することが合理的 あ 考える。( 4 )  
直接強制
提言では、直接強制についてはわが国の一般的な法制を考慮して、その制度化については消極的な態度を堅持
しているが、事前手続、事後救済の観点からは直接強制の制度も十分な合理性があり、その制度化についてはむしろ積極的な方向で立法化 なされるべきであると考える。わが国における直接強制 例 は、「成田国際空港の安全確保に関する緊急措置法」三条 おいて、国土交通大臣は 規制区域内に所在する建築物その他の工作物について、その工作物が多数の暴力主義 破壊活動者 集合の用等に供され、又は供されるおそれがあると認めるときは、当該工作物の所有者、管理者又は占有者に対して、期限を付して 当該工作 をそ 用に供する 
17 
説〉
ことを禁止することを命ずることができるとし、同法三条六項においては封鎖、三条八項においては除去を定めている。そして、直接強制はこの成田新法の例が典型的な制度として挙げられるにとどまっている。他方、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律(以下、感染症法と呼ぶ)では、当該感染症 かかっていると疑うに足りる正当の理由のある者に対し、健康診断を受けることを勧告し、勧告に従わないときには当該職員に健康診断を行わせることが出来ると規定している。また同法は、当該感染症の患者に対し 入院すべきことを勧告し、勧告に従わない場合は都道府県知事が指定医療機関等に強制入院させるこ が出来るとして る。このような感染症の例は、即時執行の制度として位置づけられており、その他の法律にも うした例が多く見られる 。
周知のように、わが国では直接強制に関する立法者の謙抑的な態度がとられているが、これを代替する形で即

時執行の制度が導入されており、その安易な利用には注意しなければならないとの意見もある。地方公共団体 
おいては、いわゆる放置自転車、放置自動車、プレジャーボ 
トなどの船舶等の移動・保管・処分が課題とされ、

多くの条例ではこれらについての対処方法として即時強 ない 即時執行と て説明がなされてい ことが多い。
また、屋外広告物法では、張り紙や広告旗等 容易に取り外すこ が出来る状態で取り付けられてい 広告物に
関しては 特段の手続なしに、「都道府県知事は:::自ら除去し、又はその命じた者若しくは委任した者に除去
させることができる」ことが規定されている(同法第七条四項)。そ て、同法 ような場合は、即時執行である

l
簡易な除却制度として整理されている しかし、直接強制と即時執行の制度は機能的に類似 お 、感染症の例でも勧告に処分性を認めれば実質的 は直接強制として位置づけることも可能である。わが国では、戦前において直接強制が濫用された経験に鑑み、直接強制の制度の導入 つ は極め 慎重な態度をとっ が
18 
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これに代替する形で即時執行の制度が多数制度化されていることは事前手続や事後救済上も極めて問題が多い。直接強制の場合は、命令や処分が前置されているので、そこにおいて事前の が行われる可能性があるとともに、抗告訴訟 提起も可能 ある。したがって、即時執行の場面をできるだけ適切な形で直接強制と即時強制を振り分ける必要があり、立法化に たってはその双方の制度が措置される必要があると考える。本たたき台では、このような観点から直接強制の規定も置くこととした。( 5 )
即時執行
提言では、自治体が個別法令の規定によらず固有条例により、違法放置物件、不法投棄物件を迅速かつ適正に
処分できるように、行政代執行法 改正等 法的措 を講じる必要があ 、としている。現在の通説においても、即時強制の根拠規定を条例で設けることは可能であるとされてい が、これを明文化し、根拠規定を置くべきであろう。この点は、提言の趣旨に賛同する。ただし その要件 明確にする必要があり 本たたき台案二一条では「長は、非常又は危険切迫 場合 おいて、当該非常又は危険切迫の状態を引き起こした者に対しこれを回避するために必要な措置を講ずるよう命ずる暇がないとき又 その性質上当該措 講ずるよう命じたのではその目的を達成することが困難であると認めるときは、当該者その他の住民の生命、身体又は財産を保護する め必要な限度において、当該者の身体又は財産に対し 身体の移動、財産 移動又は保管その他当該状況 除去 必要な措置(以下「即時執行」という。)を講ず ことができる」こと 「前項の規定による即時執行 措置を講じたときは、速やかに当該者その他の利害関係人に対し 当該措置を講じ 旨を告知しなけ ばならない」、としてい る 。
なお、たたき台案においては、即時執行の場面は破壊消防のように、その要件該当性が明白である場合を除い 
19 
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て「非常又は危険の切迫の状態」の要件該当性が必ずしも明確でないことがあることから、
一三条に「即時執行
のための立入調査」を規定し、当該管理者の管理する土地、建物その他の物件に立入り、調査を行わせることができる、としている。即時執行については、時間的な意味での非常又は危険 切迫は必ずしも要件ではなく(健康診断の強制、外国人の退去強制等)むしろ即時強制ないし即時執行の「即時」は相手方の義務を介在させないという意味に理解すべきであ 、という学説もあり、こうした理解に立てば、即時執行のための立入調査は当然の前提となろう。
さらに、即時執行については費用の徴収の点についてあまり論じられていないが、このような措置を講じた場
合において要した費用におい も義務者の負担とする旨の規定が明示 に法律上規定されるべきである。( 6 )
行政上の秩序罰
提言は、行政上の秩序罰(過料・放置違反金等)を違反者に課すことができる旨の規定を置く とによって、
さらなる違反行為の発生を抑止し、ひいては間接的に義務の履 確保を図るという方法があると ている。通常、行政上の秩序罰は、行政刑罰と同様、行政上の義務違反 対する制裁であり、間接的に義務履行確保を図る手段としても行政刑罰と共通する性格 持つものである とされてきた。しか 現在の地方公共団体 おける空き缶等のポイ捨て、路上喫煙等の禁止条例における秩序罰としての過料処分については問題が多い。提言によれば、このような過料処分手続については、告知後直ちに違反者に弁明の機会を付与した場合には 手続き上の暇庇はないも とみ し、過料を徴収することが出来ると解釈しても差し支えないもの 考えられる、として る。また過料の事前手続については 告知後期間に余裕をもって弁明 期間を与 ければならな と 他方で違反者に過料の徴収を逃れる口述を与えないよう配慮しつつ過料処分 合理化を図るべ だと ている。
20 
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しかし、これらの方法では、次のような問題点がある。第一は、秩序罰と執行罰が混同されていることである。
行政上の秩序罰とは、行政上の秩序に障害を与える危険がある義務違反に対して課される行政罰である。これに対し、執行罰は、行政罰ではなく、民事執行にも存在している間接強制の方法であって(民事執行法一七二条)、義務の不履行に対して一定額の過料を課することを通告して、間接的に の履行を促し、なお義務の履行をしないときに、これを強制的に徴収する義務履行確保の制度であ 。執行罰は、義務 がなされるまで何度もかけることができ また新たな義務違反に対しても課することが き とされているも である。他方、現行法下では条例によって執行罰を課することは き いとするのが、現在の通説判例である(行政代執行法一知 
つ
まり、行政上の秩序罰と ての過料 過去の義務違反に対 制裁 しての処罰であり、執行罰は将来の義務履行を間接的に強制するための制度である。したがって、現在多数の地方公共団体で実施されているポイ捨て条飾路上喫煙条例にお 過料処分は、機能的に見 執行罰を課すべきも 秩序罰と 課す ものであり、種の脱法 為といわざるを得ない
(ポイ捨ての場合は条例自体による一般処分、路上喫煙の場合は禁止区域の公示に
よる一般処分と構成すべきである)。もともと 政上の秩序 は、行政手続における申請や申告の不作為 手続における不出頭など、もっぱら 手続上の義務違反にかかわ も であり、行政実体法上の義務違反に関するも
のではないからである。

第二に、過料処分に係る手続に関して、である。地方自治法二二五条の三は、制裁処分であることを前提に、
普通地方公共団体の長が過料の処分をしようとす 場合に あら じめその旨を告知する と に、弁明の機会を与えなければならないこと、同条二項は、過料処分 不服がある者は、市区町村長がした処分については都道府県知事に、都道府県知事がした過料 については総務大臣 審査請求 するこ きるとしてい 。こ
)o
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れらの規定は、最高裁の「第三者所有物没収事件」(最判昭和三七年二月二八日刑集一六巻二号一五九三頁)において「没収に関して当該所有者に対して何ら告知・弁解・防御の機会を与えることなくその所有権を奪うことは、著しく不合理であっ 憲法 容認しないところ」であり、憲法三一条、二九条に違反する、との判決の趣旨にのっとり、昭和三八年の地方自治法の改正により新設されたものであ針。この場合の告知とは、文書によることが適当であるが、
口頭によっても差し支えないこと、「弁明の機会」とは過料処分を受けることについての意
見を表明する機会を与えることをいい、
口頭によると文書によると、を問わないものと解されている。そして、
弁明の機会は、告知後相当の期間内に与えるべきであり、期間の余裕をみない場合には、弁明の機会を与えたことにはならず、また をせず または弁明の機会を与えずにした過料の処分は無効と解するのが、いわゆる有権解釈である。そうすると 提言のいう告知後直ちに違反者に弁明の機会を付与し 場合には、手続き上の暇庇はないものとみ し過料を徴収することが出来るとする解釈は、右 いう 権解釈と真っ向から対立することになる。自治体 現場では、例えば路上喫煙 場 、現場で現行犯的に処分する場合は喫煙の有無についてはほとんど余地も こと、時間をおいてじっくり考え弁明書を提出したいといった例はないことから事前手続及び処分の様式を工夫し、現場で事前手続 行えるようにしている、 されて る。しかし、このような手法は現行法の下で 義務履行確保の手段が いこ によって正当化されるわけではない。弁明書を提出したいと て そこまで処分を見合わせることは実際できないということや、ただでさえ強制力が少な というこ がある ても、上記の最高裁判例や地方自治法の趣旨に照 す 到底適切な説明や解釈 えな 。
このような問題は、現行法制度の欠陥に由来するものであって、本筋はやはり立法的な手当が必要ということ
である。焦点は、執行罰の制度を創設し、ポイ捨て条例や路上喫煙禁止条例 義務履行確保に向けてあるべき法
22 
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律上の根拠を与えることである。すでに多くの論者が指摘するように、行政代執行法は制度としては機能不全に陥っており、新たな立法措置が講じられなければ、このような自治体の条例上の矛盾は解決されないだけではなく、憲法一三条 二九条三項、三一条に照らしても妥当ではなく、またひいては自治体の条例によって法治主義
( O O
の土台が崩されていくことを意味している。私は、ポイ捨て条例や路上喫煙禁止 の脱法的に過料を秩序罰と解して立法ないし運用する よりは より根本的にはやはり執行罰を根拠付ける立法措置が可能ならば、この点に関する規定を盛り込んだ法案を提起すべき時期に来ていると考えている。( 7 )  
強制金
提言では、「違反建築物、違反屋外広告物、無許可風俗営業等の違反行為を行政庁の実力行使によることなく
自主的に是正させるため、建築基準法、屋外広告物法、風営法等の個別法 間接強制制度を導入する必要がある」としている。そして、行政庁自身による金銭賦課を原則 することが適当であるが、行政庁の申立て より裁判所が賦課する方式も検討される必要があるとしている。しかし裁判所 よる金銭賦課 度は、間接強制手段として構想されてい ものであるが、その手続は決定事件であ 民事訴訟法や非訟事件手続法などの体系にも大きな変化を与えるものであり、行政庁によ 間接強制(強制金)の制度を導入することが本筋であろう。本たたき台では、条例に根拠のある義務に限ってである 、九条において「地方公共団体の長は、条例に基づいて命じた行為(その性質上他人が代わって行うこと でき 行為に限る。)につい 義務者がその履行を怠る場合には、相当の期間を定め 当該期間内に履行しなかった き又は履行 たとしても不十分であるときは条例において指定した額 
円以内の額、以下「強制金」という。)の納付を命ずることを予告してその履行を命ずることができ
ること」とし、第二項におい 、「地方公共団体 長は、条例に基づい 一 の行為 してはならない旨命ずる 
23 
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場合において、義務者がその命令に反して当該行為をしたときは当該行為を中止するまでの間強制金の納付を命ずることを予告して、これを行うことができること。」との規定をおいてみた。強制金の額を決める方法として、全額決定方式と日額加算方式があるが、間接強制の制度としては、日額加算方式の方が、より適切な方法であろう。たたき台にいう 
円がどの程度の額になるかについては、今後検討を要するが、本たたき台のように一般
法で規定を置くか、個別条例で決めるかについても今後議論を深めていく必要がある。( 8 )
公表制度
OO
提言によれば、制裁を目的とする公表制度を設ける場合には、①固有条例による制裁的公表は相手方に不利益
を与えることになるため、事前手続の保障を図ること、制裁的公表が、守秘義務違反に当たるかどうか検討される必要があ 、違反行為をしている事実又は違反行為をした いう事実が、プライバシーとして保護されるべきものかどうかも検討す こと ③違反者 氏名等を公表す ことにより、情報公開法(条例)及び個人情報保護法(条例)との関係で問題が発生す も留意する としている。そして これらの提言 根拠としては、情報提供として 公表については原則として法令・条例の根拠は不要であ ものと解されているこ 、また行政指導に従わないことを理由として制裁的公表を行うことは認められないものと解されること等 挙げ る。
提言の①は、公表による違反者への影響が甚大なものとなる可能性があることから、聴聞又は弁明の機会の付
与等の事前手続を保障す 要性を述べたものである。②は 制裁的公表が地方公務員法上 守秘義務違反に当たらないかどうか、プライバシーが保護されるべきものかどう を検討する必要があるとす ものである。③の情報公開法(条例)、及び個人情報保護法(条例) 係 論点は、義務違反者の氏名の公表が、情報 開法(条例)による公益上の義務的開示又は公益上の理由によ 裁量的開示に該当す かどうか否かについての論点
24 
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る。個人情報保護法(条例)との関係では、利用目的に該当するか、本人同意のない目的外利用や提供が出来るか否か、本 による利用停止請求が認められるかどうかが論点となることを示したものである。
これらの論点は、制裁的公表をどのように組み立てるか、という問題であり、公表制度を義務履行確保の手段
としてどのように位置づけ かに係わるものである。通常、公表 行われる場合には、事前 行政指導が行われるこ がほとんどであり、これに勧告や督促を組み合わせ、勧告や督促に従わ いものについて公表するという制度設計をすれば、これらを受けた時点で差 もしくは執行停止が可能となるはずであり これによって義務者の権利保護も一応確保されるのではないか、と考える。公表行為の違法、適法に係る実体的判断に当たっては、公表 効果、理由、性質、媒体、公表行為によって害される利益の内容、性質、程度、期間も勘案されるべきであろう。この点については、本法案たたき台一七 では、人権に対する配慮として包括的な規定 置いている。( 9 )
行政サービス供給の制限等
提言によれば、水道給水の拒否、補助金給付の停止等の行政サービス供給等の制限については、当該行政サー
ビスに係る法令等の目的、対象、要件、手続等との整合性を十分 検討する必要がある としている。自治体が法律又は条例に基づき行う事務について、市民に一定の義務の履行を求め、市民がこれに応じなかった場合 は、当該市民に対し行政サービスの一部の提供 拒否する旨を条例で制度化している例がある。「真鶴町まちづくり条例」及び「小田原市市税の滞納に対する特別措置に関す 条例」などがそれであ 。
前者は、真鶴町総合計画に基づき、「真鶴町の豊かで自然に恵まれた美しいまちづくり」を行うため、建設業
者に対し建設行為の届出義務、地元説明会、町との事前協議の実施等を義務づ る どして 二疋 規制を おうとするものである。そして「建設行為を抑制すべき区域」とし 指定した区域で建設工事を行おうとする者が  
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①抑制に応じない場合(町長が建設工事の中止を命ずるといった規定はなく、「抑制に応じない」とは行政指導に従わないという意味に解され討)、②建設工事着工届を行わない場合及び③事前協議を行わない場合にはその氏名を公表し、併せて、当該建設行為に係る公聴会の報告書に基づく建設行為の当否に関する 会の議決を尊重しない建設行為者につい は、「町の必要な協力を行わないことができる」と規定している。後者については、市税の滞納者について 第三者から構成される審査会の審査を経て、行政サービスの提供を拒否し、併せて必要に応じて滞納者の氏名・住所、市税の滞納額、督促及び滞納処分 手続の経過、滞納処分のための質問 検査及び捜索の状況、行政サービスを停止等又 氏名公表を するに至った事情を示す資料、行政サービス 停止等の内容等を公表することとしている。税の滞納者 対しては滞納処分 うことが原則 あろうが、それに加えて行政サービスを停止する必要性・相当性等につ てどのような現実の議論があったかは不明である。お らく、悪質な市税滞納者に対し行政サービスを提供することについて「市民感情」等に配慮した結果か いは市税も支払う
O
ことの出来ない経済状況にある者に対し対価を徴収することが期待できないにもか わらず 政サービスを提供する 不都合 考慮したのではな かと考えられる。
行政サービスについては様々なものがあり、提供を拒否できないものもある(水道事業や医療行為等)ので、

実際の運用は困難と思われるが、こうした手段 条例で定めなければなら い事 が自治体側にはあるというこ
とを深刻に受け止めるべきであろう。

行政サービスの提供の拒否 いては、他事考慮や目的動機違反の可能性、「不当な連結の禁止」(不当な権限
の融合の禁止)
の観点から検討しなければならないが、判例は違法建築物についての給水拒否を認めており(最
判昭和五六年七月一六日民集三五巻五号九三 
頁 ) 、
一概にこうした手法を違法とすることはできない。行政サ 
ビ 
26 

l
地方公共団体における義務履行確保に関する法律要綱私案覚書
スの拒否に係るこれまでの議論は、他の強制措置との関連で行われてきたものではなく、義務の不履行に対して行政サービスの提供の拒否が許されるかという単独の問題として論じられてきた。これに対し、本たたき台一六条では「条例で定めると ろにより公の施設の利用その他適当 認める役務の提供の拒否、契約からの排除、その他の必要な措置を講ず ことができる」こととし、個別 条例におい 各行政サービスの提供の拒否を定めることができるとしている。これら サービスの拒否に当たっては、勧告や督促が先行しており、不服がある場合には、勧告や督促の取消訴訟(あるいは無効確認訴訟) 執行停止ができることとしている。また 本たたき台では「当該義務の履行を確保す ために必要 あると認める きには」としており、間接強制(たたき台では強制金)など、よりマイルドな方法も検討した上でこれらの行政上のサービス 拒否を個別条例で規定することになる。なお、本たたき台一七条では、「強制手段を採る場合において義務者の基本的人権を不当に侵害することのないようにとくに配慮しなければ らない」、としており、ここで 強制手段 選択にあたっ 義務履行確保の目的、種別、性質 態様、期間など総合して決 さ なけ ばならないこ になる。総じて言えば、強い比例性の原則が働くことに ろう(強制手段が採られ 場合であっても、人権への配慮が実質的になされることが重要である)。前記の市税滞納者 対する行政サービス 拒否などは、生存権(憲法二五条) 反しない範囲で認められるにとどまる。
その他の論点(強制徴収)
前掲の提言では検討されていないが、強制徴収制度の拡大の必要性に関する論点がある。本たたき台八条では、「地方公共団体の長は、その設置する公営住宅の使用料その他条例で定める歳入につき条例で定める督促をしで
もなお納付しない者があるときは、当該歳入及び当該歳入に係る延滞金につ て 地方税の滞納処分の例により
4 
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5

徴収することができる」としている。周知のように、地方自治法一二一二条の三は分担金、使用料、加入金、手数料及び過料その他の地方公共団体の歳入につき地方税の滞納処分の例により処分することができるとしている。そして、これらの強制徴収の対象は、限定的 解されているところから、公営住宅の使用料、その他給食費などは強制徴収の対象にならない、とされている。したがって、これらの債権を回収するには、当該地方公共団体は民事上の債権として民事訴訟を提起す こ になる。しかし、民事上の訴えの提起 は、議会 議決が必要であり、このことがこう た債権の回収を大きく阻害す 要因とな いる。実務上は、専決処分を行って後に議会の同意を得る、 いう手法が多く用いられているが、大量の債権をその都度議会に諮るということは、事務の効率性という面からも問題が多く、また時効による消滅の危険もあり、さらに債務者が時効 援用をしない限り債権を消滅させること できない と解されている。
以上のような状況から江戸川区の「私債権の管理に関する条例」などでは、目的物の価額が五 
万円以下で
OO
あれば専決処分によって議会の議決があっ ものとする債権管理条例を定め 自治体が増加している。しかし、このような債権管理条例は目的物 価額 五 
OO
万円以下とはいえ、議会の議決を長の専決処分に包括的に委任
するも であり、委任立法のあり方 して大きな問題がある。債権管理条例が登場してきた背景や最近 状況よく理解できるが、これらの 地 自治法を潜脱する可能性を秘め 。本たたき台では、「条例で定める」範囲で強制徴収の制度 拡充することができるとしており、こうした立法措置 方がより適切 対処措置はないか、と思われ 。
法案のたたき台
以下に法律案要綱私案を提示するが、なお論ずべき点も多く、まさにたたき台であることを前提として公表す 
28 
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るものである。とくに課徴金と経済的なインセンティブについては時間の関係上十分な検討ができる暇がなかったため、本たたき台の中では触れられてい い。この点については、その有効性、実効性、理論的根拠も含めて一般的に規定すべきか十分な検討が行わ るべきであろう。なお、日本都市センター提言では、立法措置として①行政代執行法にかわる一般法を制定する方法(園、自治体を共通する制度)、②条例で義務履行確保の手段を定めることができ ような枠組み法を制定する方法(地方自治法含む)、③行政代執行法第一条また 地方自治法等を改正し、自治体が条例で義務履行確保手段を設けることについて 根拠規範を置く方法があるとしているが、本たたき台ではいずれの方 もよらず、地方公共団体独自の一般的義務履行確保のための制度提案とした。なお、地方自治法の一部改正 ついては、今後 課題とした。関係各位の議論が活発に行われることを期待 い。地方公共団体における義務履行確保等に関する法律要綱案(たたき台)【法律の構成}
第一条
[代執行]
第二条第三条第四条第五条
代執行の要件代執行の手続物件の保管等代執行責任者の証票携帯提示義務
目
的
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第六条
費用納付命令
第七条
費用の徴収 
[強制徴収]
第八条
O
強制徴収
[強制金(執行罰)]
第九条
強制金の要件(執行罰)
第 一  
条
強制金の徴収等
[直接強制即時執行]
第二条
直接強制
第一一一条
即時執行
第二二条
即時執行のための立入調査
第一四条
即時執行に係る費用 徴収
[差止請求]
第一五条
差止請求
[その他の履行確保手段]
第一六条
義務不履行者の公表等
[公示送達]
第一七条
公示送達
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[ 委 任 ]
第一八条
委任
(目的)
施行期日
行政代執行法の一部改正
地方自治法の一部改正

この法律は、地方公共団体がその条例により義務を課した場合における当該義務の履行確保その他行政
第一条
目的の実現のための強制手段について必要な事項を定め、行政活動の円滑な推進を図り、もって公共の福祉に資することを目的とすること。(代執行の要件等)
第二条
地方公共団体の長は、その条例により直接に命じられ、又は条例に基づき当該地方公共団体の機関によ
り命じられた行為(その性質上他人が代わってなすことのできる行為に限る。)について義務者がこれを履行しない場合で、他の手段によってそ 履行を求めることが困難 あり、かつ、その不履行を放置することが著しく公益に反すると認められ ときは、自ら義務者の行うべき行為を行い 又は第三者にこれ 行わせができること。
附
則
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四 (代執行の手続)
第三条
前条の規定による行為(以下「代執行」という。)を行うには、相当の履行期限を定め、その期限まで
に履行がなされないときは、代執行をなすべき旨を、あらかじめ文書で通知しなければならないこと。
義務者が、前項の通知を受けて、指定の期限までにその義務を履行しないときは、地方公共団体の長は、代
執行令書をもって、代執 をなすべき時期、代執行のために派遣する執行責任者の氏名及び代執行に要する費用の概算による見積額を義務者に通知するものとすること。
非常又は危険切迫の場合において、当該行為の実施について緊急の必要があり、前二項に規定する手続をと
る暇がないときは、その手続を経ないで代執行をするこ ができること。(物件の保管等)
第四条
地方公共団体の長は、代執行により撤去した物件を、当該物件の性質に従い、適正に保管しなければな
らないこと。
前項の規定により行う物件の保管の期間は、二週間(撤去した物件が特に貴重なものであるときは、三箇
月)とすること。
地方公共団体の長は、特に必要があると認めるときは、条例の定めるところにより、合理的な範囲内におい
て前項に定める期間を延長し、又は短縮することができること。
地方公共団体の長は、第一項の規定により保管を開始したときは、当該保管に係る物件の品目、数量、保管
場所、保管機関その他地方公共団体における義務履行確保等に関する法律施行規則で定める事項を、遅滞なく
32 
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一一

__r...七 /'¥ 五 義務者に通知するものとすること。
地方公共団体の長は、撤去した物件がその性質上保管に適しないものであるとき、滅失又は段損のおそれが
あるとき、その保管に不相当 費用又は手数を要するとき及び前項の保管期間を経過したときは、当該物件を廃棄、売却その他適切な方法により処分することができること。
第一項の保管に要する費用及び前項の処分に要する費用は、義務者の負担とすること。第五項の規定により売却した場合において、売却に要した費用は売却代金から支弁することができること。
この場合において、なお残額があるときは、第二項の保管に要する費用に充てることができること。(執行責任者の証票携帯提示義務)
第五条代執行のために現場に派遣される執行責任者は、その者が執行責任者たる本人であることを示す証票を
携帯し、要求があるときは、いつでもこれを提示し ければならないこと。(費用納付命令)
第六条第二条の規定により地方公共団体の長が代執行を行った場合に要した費用については、これを義務者か
ら徴収することができること。
代執行に要した費用の徴収については、実際に要した費用の額及びその納付日を定め 義務者に対し、文書
をもってその納付を命じなければならないこ 。 
33 
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(費用の徴収)
第七条代執行に要した費用は、地方税の滞納処分の例により、これを徴収することができること。二代執行に要した費用について 公共団体は、国税及び地方税に次ぐ順位の先取特権を有すること。三代執行に要した費用を徴収したときは、その徴収金 地方公共団体の経済の収入になること。四地方公共団体の長は、代執行 要した費用の徴収 ため、必要があると認めるときは、民事保全法に基づく
仮差押又は自ら保全差押えをすることができること。(強制徴収)
第八条地方公共団体の長は、その設置する公営住宅の使用料その他条例で定める歳入につき条例で定める督促
をしでもなお納付しない者があるときは、当該歳入及び当該歳入に係る延滞金について、地方税の滞納処分の例により徴収することができること。(強制金の要件)
第九条
地方公共団体の長は、条例に基づいて命じた行為(その性質上他人が代わって行うことのできない行為
に限る。)について義務者がその履行を怠る場合には、相当の期間を定め、 期間内に履行しなかったとき又は履行したとしても不十分であるときは条例において指定した額 
( O O
円以内の額、以下「強制金」とい
う。)の納付を命ずることを予告してその履行を命ず ができること。
地方公共団体の長は、条例に基づいて一定の行為をしてはならない旨命ずる場合において、義務者がその命
34 
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令に反して当該行為をしたときは当該行為を中止するまでの間強制金の納付を命ずることを予告して、これを行うことができること。
O
(強制金の徴収等)
第 一  
条
第六条の規定は、前条の規定による強制金の徴収について準用すること。
(直接強制)
第二条
地方公共団体の長は、条例により直接に命じられ、又は条例に基づき当該地方公共団体の機関により
命じられた行為について義務者がこれを履行しない場合において、代執行又は強制金の徴収により義務の履行を確保できないときは、直接にこれを強制することができること。
前項の措置を講じた場合は、第四条、第五条、第六条及ぴ第七条の規定を準用すること。
(即時執行)
第一二条 
地方公共団体の長は、非常又は危険切迫 場合において、当該非常又は危険切迫の状態を引き起こし
た者に対しこれを回避するために必要な措置を講ずるよう命ずる暇がない き又はその性質上当該措置を講ずるよう命じたのではその目的を達成することが困難であ と認めるときは、当該者その他 住民の生命、身体又は財産を保護するため必要な限度において、当該者の身体又は財産に対し、身体の移動、財産の移動又 保管その他当該状況の除去に必要な措置(以下「即時執行」と う。)を講ずることがで ること。
35 
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地方公共団体の長は、前項の規定による即時執行の措置を講じたときは、速やかに当該者その他の利害関係
人に対し、当該措置を講じた旨を告知しなければならないこと。(即時執行のための立入調査)
第二二条
地方公共団体の長は、前条の規定による即時執行の措置を講ずるために必要な限度において、当該職
員に、当該非常又は危険切迫の状態を引き起こした者の管理する土地、建物その他の物件に立ち入り、所要の調査を行わせることができること。
前項の立入調査を行う当該職員は、その身分を示す証票を携帯し、要求があるときは、
いつでもこれを提示
しなければならないこと。(即時執行にかかる費用の徴収)
第一四条第二一条の規定による即時執行の措置を講じた場合において要した費用は、当該非常又は危険切迫の
状態を引き起こした者の負担とすること。
第四条(第四項及び第七項の規定を除く。)は、即時執行により財産を移動又は保管した場合に準用するこ
と。この場合において、同条中「義務者」とあるのは「当該非常又は危険切迫の状態を引き起こ た者」とす
0
ヲ 匂 こ シ 」 

第七条の規定は、前項の費用の徴収について準用すること。
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(差止請求)
第一五条
地方公共団体の長は、条例又は条例に基づく命令により一定の行為をしてはならない旨を命じたにも
かかわらずこれがされようとしている場合において、これがされることにより重大な損害が生ずるおそれがあると認められる場合には、当該命令により不作為の義務を有する者に対し、行為の差止めを求める訴えを提起するこ ができる と。
民事保全法二三条及び二四条は、前項の訴えに関する事項について準用すること。(義務不履行者の氏名等の公表等)
第一六条
地方公共団体の長は、この法律に定めるも のほか、条例で定めるところにより、条例により直接に
命じられ、又は条例に基づき当該地方公共団体の機関により命じられた行為について、相当の期間を定めて勧告又は督促したにもかかわらず当該行為の義務者 なおこれを履行しない場合であって、当該義務の履行を確保するために必要があると認め と は、当該 の氏名その他条例で定める事項の公表 地方公共団体の設置する公の施設(地方自治法(昭和二二年法律第六七号 第二四四条に規定する公 施設をいう。)の利用そ 他適当と認める役務の提供の拒否、当該地方公共団体が締結する契約からの排除そ 他の必要な措置を講ずることができること。(人権に対す 配慮)
第一七条
地方公共団体の長は、この法律(前条の規定により条例を制定する場合における当該条例を含む。) 
37 
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に基づく強制手段をとる場合において、義務者の基本的人権を不当に侵害することのないようにとくに配慮しなければならないこと。(公示送達)
第一八条地方公共団体の長は、第三条及び第四条第四項の規定による通知、第九条の規定による強制金の納付
命令、又は第一一条第二項の規定による告知について、その名あて人となるべき者の所在が判明しないときは、これらの通知又は告知を、当該通知又は告知に記載される事項を記載した書面をいつでもその者に交付する旨を当該地方公共団体の事務所の掲示場に掲示す こと よっ 行うことができること。(委任)
第一九条
この法律に定めるもののほか、この法律の施行に関し、必要な事項は政令で定めること。目。
(施行期日)
この法律は、平成
日から施行する。
(行政代執行法の一部改正)
行政代執行法(昭和二三年法律第四三号)の一部を次のように改正する。第二条中「、規則及び条例」を「及び規則」に改める。
附
年
月
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三(地方自治法の一部改正)
今後さらに検討する。O
( 1 )  
例えば、大阪高決昭和六 
年一一月二五日判時一一八九号三九頁、盛岡地決平成九年一月二四日判時二ハ三八号一四一頁等
( 2 )  	
宝塚判決は 「法律上の争訟」につき結局のところ民刑事事件に限るとしており、ここでは戦前の美濃部理論などに見られ
るような司法事件
H
民事刑事事件である、との司法権理解がみられる。この考え方は、もともとは司法省の所管の問題として
論じられてきたものである。
I(
( 3 ) 	
宝塚判決については、『行政法判例百選
第五版)』二二六頁以下(大田照美執筆)及び当該論文に掲げられている文献参
照。なお、従来、学説の一部には客観訴訟は民衆訴訟に限る、もしくは同義語として用いる論者が多い。しかし、客観訴訟と
O
主観訴訟の区別は決し 自明のことではない。最近の研究では、権利保護訴訟でもなく、かと って民衆訴訟でもない訴訟
(制度保障訴訟)として「法律上の争訟」に当たるとするものがある(仲野武志「公権力の行使概念の研究』(有斐閣、二七年)一二頁以下)。たたき台の法理論的根拠づけを考えるとすれば、義務履行確保のための差止請求は、この制度保障訴
訟として位置づけられるであろ 。 
I(
( 4 )
提言の八頁以下	 
OO
( 5 )
提言の一七頁以下
( 6 )
広岡隆『行政代執行法(新版)」(有斐閣双書、昭和五六年)一一一八頁
( 7 )
塩野・同前二三二頁	 
OO
( 8 )
提言の二四頁以下
( 9 )
塩野宏『行政法 
第四版)」(有斐閣、二 
五年)二三二頁
(叩)原田尚彦『行政法要論(全訂第六版)』(学陽書房、二	 
五年)二三七頁は、即時強制について出来るだけ法律で根拠を定
めるべきであるとしている。 
O 
39 
〈論 説〉
(日)塩野・同前二三 
頁
(ロ)提言の二九頁以下(日)塩野・同前二二六頁(日)タバコのポイ捨て禁止条例は、各地で制定されているようであるが、その義務履行確保については困難さが顕在している。
平成二  
O
年二月二五日の産経新聞の記事によると、「ポイ捨て禁止条例」(横浜市空き缶等及ぴ吸い殻等の散乱の防止等に関す
る条例)に基づき、岡市の喫煙禁止区域内での路上喫煙者に二千円の過料を課すことができることとなったところ、違反者は七三四人に上り、そのうち八一人が指導を無視して「逃走」したとのことである。
O O
(日)松本英昭『逐条地方自治法(第四次改訂版)」(学陽書房、二 
七年)一三 
二頁
-NH JAS
(日)松本・同前一三 
二頁
(口)提言では、「建築設計図書の偽造、無許可風俗営業 食品の産地偽装等、不法利得等を得るための違反 為を抑止するため、
建築基準法、風営法、  
法等の個別法に不法利得額以上の金銭的制裁を可能とする課徴金制度を導入する必要がある」と
している。
(日)提言の四七頁以下(日)提言の四九頁以下(却)真鶴町まちづくり条例(条例第六号)の九条三項には、まちづくり計画に基づき建設行為を抑制する区域「保全区域」を定
める、とし、その担保措置として同条例一一四条は抑制に応じないときは当該建設行為者の氏名を公表するとともに、同条例一一
五条では 町の必要な協力を行わないことができる、としている。同条例の保全区域内の建設行為の抑制に応じない場合 は、
工事中止命令や、その担保のための罰則の規定 ないところからすれば、この保全区域内で は、一般的には

OO
行政指導の効力しかない、とみられる。ただし、処分性がないとまでは言い切れない。
(幻)阿部泰隆「市税滞納者の氏名を公表する条例はどのように構築すべきか」『自治実務セミナー」四一巻六号(二 
二年)
参照
(幻)『自治体法務ナビ〈。  
」三二頁以下 
O
OO
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